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○茂木委員長 次に、山井和則君。 

    ————————————— 

 最低賃金法の一部を改正する法律案 

    〔本号末尾に掲載〕 

    ————————————— 

○山井議員 私は、ただいま議題となりました最低賃金法の一部を改正する法律案について、提出者を代表して

趣旨説明を行います。 

 ことしは最低賃金が平均十四円引き上げられましたが、それでも地域によっては最低賃金額が生活保護水準を

下回るところもあります。我が国の最低賃金は他の先進諸国に比べても低く抑えられており、最低賃金が低いこ

とが、まじめに働いても生計が立てられない、ワーキングプアと言われる低所得者層が増加する要因の一つとな

っています。我が国における格差問題を是正するために最低賃金の引き上げが必要です。 

 政府は、最低賃金の原則について「労働者の生計費を考慮するに当たっては、生活保護に係る施策との整合性

に配慮するもの」とする改正案を提出していますが、どの程度の引き上げを念頭に置いているか不明確です。そ

れに対し、民主党案は、雇用就労形態を問わず、すべての労働者が安心して働き、生計を立てられる公正な賃金を

保障されるために、最低賃金の原則を改正することを柱としています。 

 以下、法案の概要を説明します。 

 第一に、全国最低賃金及び地域最低賃金は、労働者及びその家族の生計費を基本として定めることとします。

これにより、労働者が継続して働き、生計を立てられる最低賃金額となるものと考えています。 

 第二に、全国最低の最低賃金のラインを決める全国最低賃金を創設します。全国最低賃金は、全国を通じすべ

ての労働者に対し適用されるもので、現行どおり、公労使で構成される審議会の意見を聞いて厚生労働大臣が決

定します。この全国最低賃金の額ではその地域で暮らす労働者及びその家族の生計費として適当でない地域につ

いては、全国最低賃金額を超える額で地域最低賃金が定められます。この地域最低賃金も、現行どおり、公労使で

構成される各地の審議会の意見を聞いて決定されます。 

 第三に、全国最低賃金及び地域最低賃金については、施行後三年間は最低賃金の決定の基準に関する経過措置

を設けます。私たちは、最低賃金は、法施行三年後には全国平均で千円になることを目指しています。 

 第四に、中小企業における新たな最低賃金の円滑な実施に配慮し、中小企業の経営を支援するための対策を別

途実施することを附則で規定します。 

 本法案の趣旨を御理解いただき、御賛同いただけるようお願いし、私の趣旨説明を終わります。 

 以上。（拍手） 


